
主な改正の概要は以下の通りです。

①換気設備・排煙設備・可動式防煙壁・非常用の照明装置の作動の状況の確認は、建築設備検査で実施(重複の解消)。

(※自然排煙設備は建築物調査で実施)

②「換気設備」「非常用の照明装置」の物品の放置の状況の確認は、建築設備検査で実施。

(※①②において大阪府管轄の市町村(表1・※4参照)は、建築設備検査が対象外の用途など建築設備検査で検査が

行われないものについては、上記項目は建築物調査に付加されます。)

③ 建築物調査で実施している非常用ＥＶの作動の状況を昇降機検査で実施(重複の解消) 。

④ 建築物調査に大規模木造建築物に設置されたスプリンクラー設備についての調査項目が追加 (新設)。

⑤ 調査結果図（各階平面図）に防火区画を明記。

⑥「照明器具及び懸垂物等」の閉鎖障害となる物品の放置の状況の確認は、防火設備検査で実施。

⑦ 建築物調査で実施している「常閉防火扉」の一部調査を、防火設備検査で実施。

(※⑥⑦の常閉防火扉の調査項目について、大阪府内のすべての特定行政庁で特定建築物の調査項目に付加すること

により、防火設備での検査ではなく、これまで通り特定建築物での調査となります。)

建築物調査に大規模木造建築物に設置されたスプリンクラー設備についての調査項目が追加されます。全てのスプリン

クラー設備が該当するわけではなく、令和6年国交省告示第284号に規定するスプリンクラー設備が対象となります。

(詳細は各告示をご確認ください)
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定期報告の調査・検査に係る告示が改正されます

令和７年7月１日に定期報告の調査・検査にかかわる告示が改正されました。今回のニュースでは、改正の概要と改正される項目

のうち「特定建築物調査」に係る主な項目をご紹介いたします(詳細は各告示・各特定行政庁の細則をご確認ください)。

大阪府内でも行政庁や用途によって調査項目が異なる部分がありますので、防災センターにお問い合わせの前にこのニュースの

内容をご確認いただければと思います。

告示の改正に伴って、常時閉鎖式の防火扉の調査の一部が防火設備検査の検査項目に移行しました。しかし、H28告

示第723号では『平成20年国土交通省告示第282号第2の規定により特定行政庁が各階の主要な常閉防火扉に係る(1)

～(5)までの項目、方法及び結果の判定基準に相当する項目等を付加した場合にあっては、各階の主要な常閉防火扉に

ついては、 (1)～(5)までの項目に係る定期検査等を行うことを要しない。』旨の内容が規定されており、大阪府内の

運用としては、これにより各特定行政庁の細則にて、常閉防火扉に係る検査項目を特定建築物の調査項目に付加する

ため、告示で防火設備点検の検査項目に移行した常閉防火扉の検査項目は今までどおり建築物調査での調査・報告と

なります。詳しくは、特定行政庁の細則や新様式(2025.7.1現在様式)をご確認ください。

法改正に関する最新情報を、より迅速かつ分かりやすくお届けするため、「定期報告の法改正情報」

ページを開設しました。

このページでは、定期報告にまつわる最新の法律改正情報や施行スケジュールをまとめ定期的に

更新していきます。法令遵守のための情報収集をスムーズにし、適切な対応をサポートする内容を

提供してまいりますので、ぜひご活用ください！

令和７年8月25日
大阪建築防災センター定期報告部
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■報告対象規模拡大を行わない特定行政庁については、これまで通りです。(下表参照)

用途
記号

報告対象の用途
規 模

(その用途に供する床面積の合計)※1
特定建築
物の調査

建築設備
の検査※4

防火設備
の検査

事 事務所 その他これに類するもの
①５階以上に対象用途があり、3,000㎡以上あるもの
※階数には地階は含まない

令和７年、
10年、13年
(以降３年ごと
に１回)

毎年１回
対象規模は
左記に同じ

毎年１回
対象規模
は左記に
同じ

https://www.okbc.or.jp/houkaisei/

調査・検査項目及び報告様式について3

■調査・検査項目について
小規模民間事務所等については、特定建築物の調査は「直通階段、直通階段への通路等や避難上有効なバルコニー、
及び竪穴区画に関する項目」に限定されており、、防火設備の検査項目は、竪穴区画を構成するものに限定されてお
ります。
なお、建築設備は報告対象外となります。

■報告様式について

【事小】(小規模民間事務所等)の報告様式について、特定建築物調査は別途様式(事小2025.4.1現在様式)があります

ので、防災センターのホームページからダウンロードされる際はご注意ください。また、防火設備検査については現

在の様式（2020.4.1現在様式）をご使用いただけます。

■調査・検査項目について

【事小】については、特定建築物の調査は「直通階段、直通階段への通路等や避難上有効なバルコニー、及び竪穴区

画に関する項目」に限定されており、防火設備検査の対象は、竪穴区画を構成する防火設備に限定されております。

■報告様式について

【事小】について、特定建築物調査は別途様式(事小2025.4.1現在様式)がありますので、ダウンロードされる際は

ご注意ください。また、防火設備検査については現在の様式（2020.4.1現在様式）をご使用ください。

※【事】については、様式及び調査・検査項目はこれまで通りとなります。

■。

■。

■。

Point

Topic上述の通り、大阪府内では、すべての特定行政庁において、常時閉鎖式の防火扉が特定建築物の調査項目に付加され

ます。また、建築設備で検査することになる設備の作動の状況や物品放置については、大阪府管轄の市町村のみ、建

築設備検査が対象外の用途など建築設備検査で検査が行われないものについて、特定建築物調査に付加されます。こ

れら各特定行政庁が新たに付加する調査項目については、新しい調査結果表(「調査結果表-4(常閉防火扉等) 」)が様

式に追加されました。この追加様式において、”どの特定行政庁”の”どの用途”において”どの調査項目”が調査対象に

なっているかは、表１をご参照ください。 (詳細は各特定行政庁の細則をご確認ください)

設備の作動の状況及び物品放置について

「1.改正の概要」の①②に記載の通り、設備の作動の状況と物品放置の項目が建築設備検査で検査することになりま

した。但し、建築設備検査が対象外となっている用途など、建築設備検査が行われないものについては、大阪府管轄

の市町村のみ(表1・※4参照)これまでと変わらず特定建築物で調査するよう調査項目が付加されていますので、ご

注意ください。詳しくは、特定行政庁の細則や新様式(2025.7.1現在様式)をご確認ください。

スプリンクラー設備の調査項目について

■常時閉鎖式の防火設備については、大阪府内はすべて、特定建築物調査での調査となりますが、調査項目は

追加様式になりますのでご注意ください。

■大阪府管轄の市町村では、特定建築物調査から建築設備検査に移行した調査項目を特定建築物調査に付加している

ものがありますので、ご注意ください。

■特定建築物調査の調査結果図に防火区画の明記が必要になりましたので、記入漏れがないかご注意ください。

■告示改正に伴い、調査日が令和7年7月1日以降の全ての報告書について、様式が新しくなります。

新様式は、大阪建築防災センターのホームページからダウンロードしていただけます。

・特定建築物： 2025.7.1現在様式

・建築設備： 2025.7.1現在様式

・防火設備： 2025.7.1現在様式

・小規模民間事務所等の特定建築物：事小 2025.7.1現在様式（対象用途が小規模民間事務所等のみの場合に限る）

(※小規模民間事務所等については、ニュースのVol.1を参照ください。)

Point

調査結果表(常閉防火扉等)を添付
C5の作動の状況の文言がそのままなら、調査項目を解説する。

調査の詳細は、各特定行政庁の細則を確認いただく

大阪府の対応表(どの用途でどの調査が必要か)
小規模のC1～C5は竪穴に限ること

自然排煙は、特定建築物の調査に残っていることを書くか？

３

２
６
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vol.2

特定建築物の報告書に添付する各階平面図に防火区画の明記が求められます。これは、建築設備検査及び防火設備検査

において当該各階平面図の活用を促進するとともに、発注者から調査・検査者に対して適切な情報提供を行い、検査業

務の効率化を図ることを目的としています。既存建物の防火区画の確認は難しいものになりますが、区画の明記をお願

いいたします。区画の種別(竪穴区画、異種用途区画、面積区画、高層区画)が分かる場合は、種別ごとに明記ください。

防火区画の明示について５

【図書のご紹介】

各定期報告の調査・検査の詳細については、以下の書籍が参考になります。

特定建築物調査：特定建築物定期調査業務基準(2025年改訂版) 一般財団法人日本建築防災協会

建築設備検査 ：建築設備定期検査業務基準書2023年版+追補版 一般財団法人日本建築設備・昇降機センター

防火設備検査 ：防火設備定期検査業務基準(2025年改訂版) 一般財団法人日本建築防災協会

※大阪府内の運用が上記基準書と異なる部分がありますので、ご注意ください。

info

左記以外の市町村

学 共特 (非常用EVなし)

館 共 (非常用EVなし)

C1～C5 ○ ○ ○※1 ○※1

C6～C8 ○ ○ × ×

C9 ○ ○ ○※2 ×

C10 ○ ○ × ×

C11 ○ × × ×

C12・C13 ○ ○ × ×

※1  「小規模民間事務所等」にあっては、竪穴区画を構成する常閉防火扉に限る

※2  排煙設備のうち排煙機又は送風機を設けたものを除く

※3  具体的な調査項目の内容は、各特定行政庁の細則や新様式からご確認ください

※4  大阪府管轄の市町村とは以下の市町村である

能勢町、豊能町、島本町、摂津市、交野市、四條畷市、大東市、柏原市、松原市、藤井寺市、富田林市、太子町、河南町、千早赤阪村、

河内長野市、大阪狭山市、高石市、泉大津市、忠岡町、貝塚市、熊取町、泉佐野市、田尻町、泉南市、阪南市、岬町

＜表1 - 付加される調査項目と調査が必要な用途一覧＞

大阪府管轄の市町村※4

　　　　  　   用途

調査項目※3

左記以外の全用途 全用途
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